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１．2016年度のハイライト

当期純利益は単体・連結とも過去最高益を計上した前年並みの水準を確保1

経営の効率性を示すROE（連結）は6％台後半の水準を確保

2 貸出金・預金（NCD含む）とも平残は順調に増加

3 注力している中小企業向け貸出金・個人ローンとも平残は増加

4 不良債権比率は、経営改善支援等により1.28％と過去最も低い良好な水準を維持

5

期末配当は中間決算発表時※と変わらず、5.5円（年間11.0円）を予定 ※当初予想比1.0円増配発表6
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(1) 2016年度業績サマリー

2016年度の損益は、有価証券関係損益の増加等により当期純利益は前年比1億円減益の299億円（△0.0％）、親会社株主
に帰属する当期純利益は前年比2億円減益の312億円（△0.5％）

単体・連結ともに過去最高益を計上した前年並みの高水準の利益を確保

（億円）

前年比( 増減率 ) 11月公表比

714 △ 33 19

177 △ 11 △ 6

891 △ 44 ( △4.6% ) 13

547 10 △ 4

344 △ 54 ( △13.4% ) 18

115 65 △ 34

27 10 △ 7

432 △ 19 ( △4.2% ) 0

299 △ 1 ( △0.0% ) △ 8

450 △ 22 ( △4.5% ) 2

312 △ 2 ( △0.5% ) △ 5

役 務 取 引 等 利 益 等

有 価 証 券 関 係 損 益

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

経 常 利 益

経 費

資 金 利 益

コ ア 業 務 純 益

2016年度実績

連 結 経 常 利 益

△ 与 信 費 用うち

うち

コ ア 業 務 粗 利 益

△
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(2) 資金利益

資金利益は、低金利環境下における貸出金利息の減少やその他調達費用等の増加により、前年比33億円の減少

前年比

貸出金利息 609 △ 30

有価証券利息配当金等 186 19

預金+NCD利息（△） 30 △ 8

その他調達費用等（△） 51 30

714 △ 33資金利益

2016年度
実      績

資金利益の内訳

貸出金利息
△30

平残
+21

利回り
△51

15年度
747億円

△33億円

16年度
714億円

資金利益の各項目の増減要因（平残・利回り）

（億円）

預金+NCD利息
△8

平残
+1

利回り
△9

有価証券利息
配当金等
+19

利回り
+7

その他調達
費用等
+30平残

+12



(3) 役務取引等利益等

役務取引等利益等は、保険関連手数料が減少したことを主因として、前年比11億円の減少

コア業務粗利益に占める非金利収入比率は、30％を確保

（億円）

前年比

投資銀行業務 37 4

うちｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ等 21 3

うち対顧販売ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ 6 0

預り資産関連 67 △ 4

うち保険関連 31 △ 5

うち投資信託 21 △ 3

個人ローン関連 △ 40 △ 5

うち団信保険料 △ 27 △ 5

その他 113 △ 6

177 △ 11役務取引等利益等

2016年度
実      績

非金利収入額および非金利収入比率の推移
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170 168 172 169

67 81 71 67

34
38 33 37

28.6%

30.1%

29.5%

30.8%

23.0%

24.0%

25.0%

26.0%

27.0%

28.0%

29.0%

30.0%

31.0%

32.0%

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

13年度 14年度 15年度 16年度

非金利収入比率

271
287

（億円）

276

内国為替等

預り資産

コア業務粗利益 891億円949億円 954億円 935億円

投資銀行

役務取引等利益等の内訳

274



289 288 285 286

259 254 252 261

57.7% 56.8% 57.4%
61.4%

-20%

-10%

0%

10%

20%

30%

40%
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60%

70%

0
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300

400

500
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700

800

13年度 14年度 15年度 16年度 7※コアＯＨＲ＝経費／コア業務粗利益

経費は、お客さまサービス向上に向けた大型投資（ATM全台の更改、個人インターネットバンキングサービスの更改等）に

伴う減価償却費の増加を主因として、前年比10億円増加

経費とコアOHR（コア営業経費率）の推移

物件費等

人件費

（億円）

経費の増減要因

(4) 経費

コアOHR

548 △6△2 542

（億円）

537 ＋10

人件費
＋1億円

物件費等
＋9億円

547

主な要因 増減額

時間外手当の減少 △2

人事制度見直し △1

退職給付費用の増加 ＋4

＋1

主な要因 増減額

減価償却費の増加 ＋4

外形標準課税の増加 ＋4 等
＋9



(5) 貸出金、預金等（預金＋NCD）残高

貸出金残高（平残）は、事業性貸出、個人ローン、地共貸出のいずれも増加し、前年比+2,267億円（年率+4.4％）

預金等残高（平残）は、個人預金、法人預金、公金金融預金のいずれも増加し、前年比+4,280億円（年率+6.2％）

（億円）

41,573 42,953 44,571 45,846 

17,619 
19,112 

20,550 
21,995 

3,166 

3,276 

3,690 

5,249 

13年度 14年度 15年度 16年度

73,091

62,358

8

65,341

個人預金
+1,275億円
（年率+2.9%）

法人預金
+1,445億円
（年率+7.0%）

公金金融預金
+1,559億円
（年率+42.2%）

預金等（預金＋NCD）残高（平残）の推移

31,279 32,686 33,787 34,307 

11,986 
12,479 

13,059 
13,725 

4,204 

4,713 

5,205 
6,286 

13年度 14年度 15年度 16年度

貸出金残高（平残）の推移

47,469

54,318

（億円）+2,267億円
（年率+4.4%）

※地共貸出は地方公共団体および公社向けの貸出

49,878

個人ローン
+666億円
（年率+5.1%）

事業性貸出
+520億円
（年率+1.5%）

地共貸出
+1,081億円
（年率+20.8%）

68,81152,051

+4,280億円
（年率+6.2%）



中小企業向け貸出金（平残）および事業性貸出先数は、定性分析を含めたコンサルティング営業の強化等により順調に増加

全行を挙げて個人ローン増強に取り組んだ結果、残高は大幅に増加し、前年比+651億円（年率+4.7%）

(6) 中小企業向け貸出金と個人ローンの状況

19,839 
20,996 

21,726 
22,381 

80先

214先

634先
748先

-300

-100

100

300

500

700

18,000

13年度 14年度 15年度 16年度

+655億円
（年率+3.0%）

中小企業向け貸出金（平残）および定性分析実施先数の推移

9

27,306 
28,588 

29,254 
29,948 

24,340 
25,420 25,983 26,580 

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末

うちリテール層
（売上高10億円未満）

事業性貸出先数
+694先（年率+2.4%）

+597先（年率+2.3%）

個人ローン（フラット35含む）残高（平残）の推移

（億円）

8,486 8,715 8,940 9,223 

788 
755 

739 
725 

2,891 
3,130 

3,422 
3,711 

541 
581 

633 

711 

68 
53 

65 

80 

13年度 14年度 15年度 16年度

14,450

12,774

13,234

住宅ローン
+283億円
（年率+3.2%）

フラット35
△14億円
（年率△1.9%）

不動産関連ﾛｰﾝ

+289億円
（年率+8.4%）

消費者ローン
+78億円
（年率+12.3%）

その他
+15億円
（年率+23.1%）

+651億円
（年率+4.7%）

13,799

中小企業向け
貸出金(平残）

（先）

定性分析実施先数
（「金融仲介機能のﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ」として開示）

事業性貸出先数の推移

（億円）



11,452 11,390 
9,987 9,615 

1,467 1,416 

1,387 
1,359 

2,295 
3,316 

3,184 3,846 

855 
795 

801 831 

2,984 
2,709 

2,762 
3,773 

13年度 14年度 15年度 16年度 10

有価証券残高（平残）は、国債等の償還分を投資信託等で再運用し、残高は1,303億円増加

円債の債券デュレーションは、1年以上短期化

政策保有株式は、株式の発行体との対話を進めるなか残高を削減し、前年比22億円削減

(7) 有価証券

有価証券残高（平残）の推移

19,053
19,626

（億円）

政策保有株式等（私募リート含む）残高（末残）の推移

3.50 
3.12 

3.95 

2.81 

3.56 
4.00 

4.31 

5.05 

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末

債券デュレーションの推移

（年）

円債

外債

18,121
19,424

国債
△372億円
（年率△3.7%）

地方債
△28億円
（年率△2.0%）

外債
+662億円
（年率+20.8%）

株式
+30億円
（年率+3.7%）

投資信託等
+1,011億円
（年率+36.6%）

+1,303 億円
（年率+7.2%）

139 133
133

133

5
10

17

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末

584 その他株式
△30億円
（年率△4.9%）

関連会社株式
±0億円
（年率±0.0%）

私募リート
+7億円

（年率+70.0%）

614644647

786 782 756
734

△22億円
（年率△2.9%）

（億円）

（4.86）

（2.69）

（ﾍﾞｱ型投信勘案後）



120 89 70 53
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700
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1.90% 1.88%

1.37% 1.28%

-2%

-2%

-1%

-1%

0%

1%

1%

2%

2%

3%

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末

726

20
26

17

27

0.04%
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13年度 14年度 15年度 16年度 11

与信費用は、事業再生をはじめとするお取引先の経営改善支援への積極的な取り組みにより、引き続き低水準を維持

金融再生法開示額は前年比9億円減少の726億円、不良債権比率は1.28％と、過去最も低い良好な水準

金融再生法開示額と不良債権比率の推移与信費用の推移

(8) 与信費用と不良債権

（億円）

危険債権

要管理債権

破産更生債権等

不良債権比率（部分直接償却後）与信費用比率

928
977

735

（億円）

＋10億円

△9億円

与信費用



6.6%

6.7%

7.1%

6.9%

6.3%

6.4%

6.5%

6.6%

6.7%

6.8%

6.9%

7.0%

7.1%

7.2%

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末
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(9) 自己資本とROE

連結自己資本比率は、11.10％と十分な水準を確保

連結ROEは、6％台後半の水準を確保

連結自己資本比率および劣後調達残高の推移 ROE（連結）の推移

630 

260 250 
150 

12.06%

11.15% 11.33% 11.10%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

13年度 14年度 15年度 16年度

連結自己資本比率

劣後調達
残高

（億円）
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（億円）

前年比

658 △ 56

160 △ 17

818 △ 73

553 6

265 △ 79

うち 45 △ 70

うち △ 10 △ 17

310 △ 122

218 △ 81

231 △ 81
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

役 務 取 引 等 利 益 等

経 費

コ ア 業 務 粗 利 益

△

当 期 純 利 益

与 信 費 用

経 常 利 益

有 価 証 券 関 係 損 益

2017年度
予想

コ ア 業 務 純 益

資 金 利 益
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(1) 2017年度の業績および配当予想

2017年度の業績は、低金利環境の継続による資金利益の減少等により当期純利益218億円、親会社株主に帰属する
当期純利益231億円を見込む

今年度の配当については、配当目安テーブルに則り、年間8円の配当を予想

2017年度業績予想 配当目安テーブルと2017年度の配当予想

親会社株主に帰属する
当期純利益

１株当たり配当金額

連結配当性向

①安定配当
②業績連動
配当

①＋②

330億円超 6円 6円 12円 22.7%未満

300億円超～330億円以下 6円 5円 11円 22.9%未満～20.8%以上

270億円超～300億円以下 6円 4円 10円 23.2%未満～20.8%以上

240億円超～270億円以下 6円 3円 9円 23.4%未満～20.8%以上

210億円超～240億円以下 6円 2円 8円 23.8%未満～20.8%以上

180億円超～210億円以下 6円 1円 7円 24.3%未満～20.8%以上

～180億円以下 6円 0円 6円 ～20.8%以上

(注)2017年5月10日に公表いたしましたとおり、2017年6月28日開催予定の第106期定時株主総会における承認可決を
条件として、2017年10月1日を効力発生日として、普通株式2株につき1株の割合で株式併合を実施する予定です
が、2018年3月期（予想）の1株当たり年間配当金及び配当性向（連結）は当該株式併合を勘案しておりません。当該
株式併合が期首に行われたと仮定した場合の普通株式1株当たりの年間配当金は、16円となります。
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(1) 「中期計画2017」の位置付け

174

229

266

314 312

231

300億円以上

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

経営環境 金融機関に求められていること

低金利環境の
継続

国内経済成長率の
低位安定、
少子高齢化の進展

競合激化、
異業種参入

情報技術の
進展（FinTech等）

バーゼル規制の
強化

金融仲介
機能の発揮

顧客の成長・
発展（への貢献）

安定的な
収益確保

働き方改革の
要請

中期計画2015
～地域と共に未来を「創る」～

中期計画2012
～改革への挑戦～ 中 期 計 画 ２ ０ １ ７

広がり続ける
お客さまﾆｰｽﾞ

親会社株主に帰属
する当期純利益（億円）

※1 「実勢預金＋ＮＣＤ」＋「法・個人非預金商品（ひろぎん証券含む）」

ひろぎん証券
（旧：ひろぎんｳﾂﾐ屋証券）

完全子会社化

ひろぎん保証・
ひろぎんｶｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽ
完全子会社化

経営目標（2021年度）

親会社株主に帰属する
当期純利益

300億円以上

連結ＲＯＥ 6％程度

法・個人預り資産残高（平残） ※1 10兆円以上

非金利収入比率 ※2 40％以上

連結自己資本比率 10％以上

コアOHR 50％台

ＮＥＷ

※2 定義

コア業務粗利益+（ひろぎん証券純営業収益-銀行への支払い仲介手数料・信託報酬）

役務取引等収益＋特定取引収益＋その他業務収益（債券関係損益除く）

+（ひろぎん証券純営業収益-金融収支-銀行への支払い仲介手数料・信託報酬）

ｽﾛｰｶﾞﾝ 地域のお客さまと共に成長を続ける『総合金融サービスグループ』を目指す！
～真のファースト・コール・バンクグループとなるために～

従来の延長線上の取組みだけでは、地域経済における「好循環の創造」を実現することが困難であると考え、一年前倒しで中期計画を見直し

位置付け 広島銀行グループの総力を結集し、お客さま本位の業務運営を実践するなかで、新たな成長ドライバーを確立する5年間

16



(2) 計数計画/資本政策

中期計画2017
2021年度計画

5年間の
増減

利益計画

コア業務純益 約390 約＋45

実質業務純益 約410 約＋95

経常利益 約410 約▲20

当期純利益 約290 約▲10

親会社株主に帰属する
当期純利益

300億円以上 約▲10

諸指標

連結ROE 6％程度 約▲1％

非金利収入比率
（ひろぎん証券含む）

40％以上 約＋6％

非金利収入額
（ひろぎん証券含む）

390億円以上 約＋80

連結自己資本比率 10％以上 約▲1％

コアOHR 50％台 ̶

与信費用比率 0.03％程度 約▲0.02％

資金計画
（平残）

貸出金 約62,800 約＋8,500

中小企業向け 約27,800 約＋7,200

預金＋NCD 約77,000 約＋3,500

法・個人預り資産残高
（ひろぎん証券含む）

10兆円以上 約＋1.2兆円

（単位：億円、%）

実質業務純益の増減内訳

貸出金
利息
+106

16年度
316億円

約+95億円

21年度
約410億円

有価証券
利息
△30

預金・NCD
利息
+47

外部調達
費用
+2

投資銀行
業務
+13

債券関係
損益
+50

その他
+6

個人ﾛｰﾝ
保証料等
+31

経費
+15

（単位：億円）

計数計画

中期計画2017（2021年度）における配当予想

親会社株主に帰属する
当期純利益

1株当たり配当金額
連結配当性向

①安定配当 ②業績連動配当 ①＋②

330億円超 6円 6円 12円 22.7%未満

300億円超～330億円以下 6円 5円 11円 22.9%未満～20.8%以上

270億円超～300億円以下 6円 4円 10円 23.2%未満～20.8%以上

240億円超～270億円以下 6円 3円 9円 23.4%未満～20.8%以上

210億円超～240億円以下 6円 2円 8円 23.8%未満～20.8%以上

180億円超～210億円以下 6円 1円 7円 24.3%未満～20.8%以上

～180億円以下 6円 0円 6円 ～20.8%以上

平均年率2.9％

平均年率6.2％

平均年率1.1％

平均年率2.6％

17
(注)株式併合に伴う配当目安テーブルの変更については、14頁記載の注記をご参照ください

ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
業務
+45
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(3) 「中期計画2017」における各戦略

主要戦略

重点
取組項目

１．営業戦略

（１）「お客さまニーズを起点とした付加価値営業」の強化

①コンサルティング営業（事業性評価等）強化と総合的なソリューションの提供

②次世代を含めた長期継続的な取引の実現によるアセットマネジメント業務の拡大

③「地域開発・観光振興・地域医療対策」への取組強化

２．有価証券戦略 （１）市場環境に応じた適切なリスクテイクによる安定的な収益の確保

３．働き方改革
（１）徹底した「レス化」の推進

（２）Tomorrow Naviの活用強化による労働生産性の向上

４．人財戦略

（１）変化に即応し、地域社会に価値を創出できる人財の育成

（２）バンキング＆アセットマネジメント業務体制に対応した育成施策の実施とキャリアパスの構築

（３）ダイバーシティの推進

①多様な価値観やスキルを保有した専門人材の採用

②女性のキャリアアップ支援策の実施

５．新たなサービス

展開の強化

（１）FinTechを中心としたICT※3への取組み

（２）他業態（非金融）との連携による新たなサービス展開の強化

※3 「Information and Communication Technology」の略

Ⅰ．付加価値の高いバンキング業務※1への取組強化

Ⅱ．お客さまの資産形成ニーズ等の高まりに応えるアセットマネジメント業務※2への取組強化

Ⅲ．収益基盤の強化

※1 ﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ（BK）業務の定義：預貸金取引や投資銀行・外為等の役務取引（ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ業務を除く)
にかかる業務

※2 ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ(AM)業務の定義：お客さまの資産運用（相続・事業承継を含む）にかかる業務
（相続・事業承継に関連する融資業務も含む）

P.19～23

P.24

P.25～26

P.28

P.27
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事業性評価等によるﾆｰｽﾞ把握に基づく投資銀行業務収益の積上げ

売上高別階層
（売上高）

事業性貸出に
占める割合

主担当

上場
ラージ層
（30億円以上）

約5％
（約65％）

アッパーミドル層
（10～30億円）

約6％
（約16％）

ロワーミドル層
（2～10億円）

約18％
（約11％）

スモール層
（2億円未満）

約71％
（約8％）

うち、売上高
10百万円未満先

約16％
（－）

事業性評価の取組み

強化に基づく総合的な

ソリューション提供により

｢量｣｢収益｣を拡大

マ
ス

エ
リ
ア
リ
テ
ー
ル
担
当

特
定
法
人
担
当
等

法
人
戦
略
の
要
（主
要
タ
ー
ゲ
ッ
ト
）

(4) 付加価値の高いバンキング業務への取組強化① ～事業性評価の推進～

4.5 4.6 
4.3 3.0 

21.5 
15.8 

5.6 

5.0 

2.4 

2.6 

16年度 17年度見込 21年度見込

M&A

社債・
公債等

ｼﾝｼﾞｹｰﾄ
ﾛｰﾝ等

ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ

ﾋﾞｼﾞﾈｽ
ﾏｯﾁﾝｸﾞ等

（億円）

16年度比
約+15億円

37億円

31億円

最終年度
約50億円

顧客ニーズに則した付加価値の高いバンキング業務の推進を強化し、法人顧客への総合的なソリューションを提供

中小企業向け貸出残高および投資銀行業務収益の積上げを図る

30
146 174

14年度 15年度 16年度 21年度見込

定性分析を核とする事業性評価による成果

融資
実行金額

9
ヶ
月
実
績

71件 175件 209件
融資
件数

（億円）

推進のポイント

具体的施策

当行独自のｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ型
融資商品の活用

・震災時元本免除特約付き融資

・ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ対策支援ﾛｰﾝ 等

事業性評価に係る研修の
充実による人材育成強化

中計策定支援ｻｰﾋﾞｽの推進

全
国
初

全融資先平均金利対比

約＋0.2％
事業性評価先の貸出金利

上段：先数
下段：残高



(5) 付加価値の高いバンキング業務への取組強化② ～個人ローンの推進～

9,948 
10,300 

16年度 17年度見込 21年度見込 20

魅力ある商品・サービスの提供とフラット35との併進により、住宅ローンの拡充を図る

消費者ローンについては、営業店を介さない本部機能による推進体制を構築するとともに、事務の本部集中による効率化
を図る

消費者ローン残高（平残）の積上げ

（億円）

住宅ローン残高（フラット35含む・平残）の積上げ

充実した保障特約付住宅ローンの提供

<ひろぎん>マイカーローン

Web完結申込型ローン

最終年度
約11,400億円

ローン残高が0円
（保険金にて完済）

債務者

配偶者
（女性）

死亡・高度障害状態
三大疾病と診断

入院

対象者

上皮内がん・皮膚がん
と診断

がん先進医療を受診

女性特有のがんと診断

一時金10万円および
入院中の返済免除

一時金30万円

先進医療の技術料

通算1,000万円

一時金100万円

条件 保障内容

個人ローンに係る事務の効率化

ローン申込等 電子契約 自動実行
（本部）

実行契約審査受付

審査日数の短縮
ペーパーレス・印鑑レス
本部集中実行

全国初
（女性への付保）

全国初
（女性への付保）

広島県内新築住宅ローンシェア

29％（15年度）⇒40％程度（21年度）

390 430

321
415

16年度 17年度見込 21年度見込

ｶｰﾄﾞﾛｰﾝ

目的別ﾛｰﾝ

約600

約800

（億円）

最終年度
約1,400億円

16年度比

約+690億円

711
845
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ストック収益増強に向けた平準払い保険の獲得

法・個人預り資産残高（ひろぎん証券含む・平残）の積上げ

ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ業務（預り資産）収益の積上げによる非金利収入比率の向上

(6) アセットマネジメント業務への取組強化① ～総括～

21.5 22.2 

31.1 
23.3 

7.9 
7.2 

3.7 
9.3 

3.2 4.0 

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

5.0

15.0

25.0

35.0

45.0

55.0

65.0

75.0

85.0

95.0

16年度 17年度見込 21年度見込

投資信託

保険

外貨預金

金融商品仲介

信託等

（億円）

67億円 66億円

最終年度

約105億円

73,075 74,400 約77,000 

15,070 
16,200 

約23,000 

16年度 17年度見込 21年度見込

（億円）

実勢預金＋ＮＣＤ

法・個人非預金商品
（ひろぎん証券含む）

88,145
90,600

最終年度
10兆円以上

32,571 

46,407 

60,635 

14年度 15年度 16年度 21年度

+14,228件
（年率+30.7％）

（件）
16年度における販売件数

第1地銀第3位
16年度における販売件数

第1地銀第3位

※累積販売件数

相続関連業務への取組強化

相続関連ニーズの高まり

何
を

 民事信託
 遺言代用信託
 遺言信託
 暦年贈与信託 等

誰
が

 ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾊﾞﾝｶｰ(本部)
 営業店担当者

（出典：広島国税局）

ニーズに応じたサービスの提供

1級ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ･ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ技能検定
（資産相談業務）取得者数

約280名（2017年4月時点）

地銀第１位地銀第１位

（広島県の状況）

相続・贈与を切口とした高齢者ビジネスへの取組みを強化するとともに、法人オーナー対策を強化する

お客さまの安定的な資産形成に資する取組みを通じた「フローからストック型のビジネスモデル」への転換を図る

16年度比

約+1.2兆円

16年度比

約+40億円

＜2015年1月から＞

3,000万円＋600万円
×法定相続人数

＜2014年12月まで＞

5,000万円＋1,000万円
×法定相続人数

＜2015年＞

5,724人
（6.6％）

＜2014年＞

2,839人
（3.3％）

課税対象被相続人数
（全体に占める割合）

倍増倍増

相続税基礎控除額

最終年度

40％以上
16年度比

約+6.7％以上
33.3%
（30.8%）

35.7%
（32.6%）

非金利収入比率
（ ）は単体
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(7) アセットマネジメント業務への取組強化② ～銀証連携～

本年6月1日に、「ひろぎんウツミ屋証券㈱」を完全子会社化（50％→100％出資）し、「ひろぎん証券㈱」に商号変更予定

顧客本位の業務運営（フィデューシャリー・デューティー）の実践に向け、ひろぎんグループ一体となりお客さまのニーズや真の顧客
利益に適う商品・サービスを提供する

具体的には、「商品ラインナップの充実」・「相続関連ビジネスの強化」・「共同店舗の拡大」等を軸に銀証一体運営を推進する

顧客層
（預り資産残高）

構成比 推進体制

当行
ひろぎん
証券

当行 ひろぎん証券

富裕層
投資家層

（30百万円以上）

0.8％

(21.8％)

3.8％

(38.6％)

ミドル層
資産運用層

（10～30百万円）

5.5％

(36.4％)

11.4％

(30.4％)

マス層
資産形成層

（10百万円未満）

93.7％

(41.8％)

84.8％

(31.0％)

上段：先数
下段：残高

銀証連携による推進体制

6,224 
6,700 

16年度 17年度見込 21年度見込

銀証一体運営の推進

 商品ラインナップの拡充
 相続関連ビジネスの強化
 共同店舗の拡大
 証券口座の一本化
 顧客情報の共有

相続ニーズの紹介
（高齢者等）

証券ニーズの紹介
（若年者等新規顧客）

預り資産残高（ひろぎん証券・平残）の積上げ

（億円）

最終年度

約8,200億円
16年度比

約+2,000億円

リ
ス
ク
許
容
度

高

低

株式
仕組債
外国債券
ﾃｰﾏ型ﾌｧﾝﾄﾞ

等

預金
公共債
外貨預金
コアファンド
（積立投信）

保険 等

安定型
運用商品

積極型
運用商品

商品ラインナップ
の拡充

グループ一体で顧客本位の良質な金融商品・サービスを
提供することにより、お客さまの安定的な資産形成を実現
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(8) 地方創生への取組強化

行政との連携を強化し、他行に先駆けて「地域開発」・「観光振興」・「地域医療対策」に能動的に関与する

地方創生推進の核となることを通じて、収益機会を確保していく

地
域
開
発

観
光
振
興

ビジネス展開・期待収益

 開発に伴うﾛｰﾝ・ﾌｧﾝﾄﾞの活用
 水道ｲﾝﾌﾗ整備への支援
 地元企業の地域開発事業参画
への支援 等

期待収益（5年間合計）

4億円程度

 観光事業者の創業・成長支援
 空港民営化のｲﾝﾌﾗ整備支援
 地元企業の観光ｲﾝﾌﾗ整備事業
参画支援 等

期待収益（5年間合計）

5億円程度

「しごと」の創出につながる創業支援への取組強化

取組み事項

 「都心活性化ﾌﾟﾗﾝ」推進
に向けた「まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（紙屋町・八丁堀地区）」の策定

観光ｲﾝﾌﾗ整備
DMO設立支援
観光事業者向けの制度
融資創設

※広島市・広島県が策定する市内中心部活性化を企図した都心づくりﾌﾟﾗﾝ

「地域開発」「観光振興」「地域医療対策」への取組強化

190

207
220

170

180

190

200

210

220

230

240

250

260

270

14年度 15年度 16年度 21年度見込

女性向け創業支援セミナーの開催（2017年3月）

「創業ｻｸっと！ｶｰﾄﾞﾛｰﾝ」の
創設（2017年3月～）

当行との融資取引が
ある先が対象

創業後の急な資金繰り
の悪化に対応可能

 公営財団法人ひろしま産業振興機構と共催
 将来のビジョンを描く場を提供

創業支援
件数

地
域
医
療
対
策

 経営者高齢化に伴う事業承継
 設備投資への支援 等

期待収益（5年間合計）

1億円程度

定期的な情報共有によ
る行政との連携強化

各医療機関の課題整理
とｿﾘｭｰｼｮﾝ提供
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（件）

「創業支援ﾛｰﾝ」による推進

実行
金額

実行
件数

（件）

（百万円）



(9) 有価証券戦略

バーゼル関連規制（金利リスク、自己資本比率規制）および資金ポジション状況に留意するなか、市場環境に応じた適切な

リスクテイクにより安定的な収益の確保を目指す

①不確実性の高い市場環境

 「低インフレ」「低金利」
「低成長」から変化の兆候

米新政権の政策運営

②バーゼル規制

新金利リスク規制
（IRRBB導入）

自己資本比率規制

③資金ポジション状況
日銀当座預金のマイナス
金利適用回避

④個別投資対象の流動性・
収益性・安全性

残高の
方向性

運営方針

金
利

円債  国債は圧縮しつつ、市場動向を捉えた機動的な売買を実施

外債  米国債は圧縮しつつ、市場動向を捉えた機動的な売買を実施

信用  流動性・安全性の高い住金債等の買入を実施

株式・J-REIT等
（政策株含む）

 流動性が高く、安定して高配当が見込める銘柄等の積み増し

うちｴｸｲﾃｨﾋﾞｼﾞﾈｽ  子会社ファンド等の組成・出資等（検討中）により、残高は増加

投信等  安定収益の確保を狙いマルチアセット型投信の積み増し

合計  円債・外債を圧縮するため、有証運用残高は減少

留意するポイント 有価証券運用戦略

24
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(10) 働き方改革① ～徹底した「レス化」の推進～

時間を最大限有効に活用するなかで、付加価値の高いサービスを提供するとともに、徹底した「レス化」による効率化を図る

 効率的な働き方前提の職場風土

 営業推進人員の増強

 優秀な人材の確保 等

目指すべき姿

(1)意思決定スピードの

飛躍的な改善

(2)部門間の壁を越えた

コラボレーションの促進

(1)営業店のフロント事務の

セルフ化

(2)「コンサル」主体の場への

変革

＜営業店＞

＜本部＞

大胆且つスピーディーに
徹底した「レス化」を推進

「業務」の改革

 全従事者の意識・行動改革

 会議、資料、報告レス等の推進

 長時間勤務の是正に向けた取組強化

 ダイバーシティ推進の環境整備

「制度」の改革

• 効率的に行内外で業務が可能な環境
づくり

• 情報共有の促進と創造性の向上を
企図した環境づくり

• 業務プロセスの見直しによる更なる
業務効率化

• 各種書面のペーパーレス化・印鑑レス化
• 後方事務（融資・営業）の削減・兼務化
• 個人ローンローコストオペレーション
• 店舗戦略の見直し

 仕事の進め方の見直し

 柔軟な働き方の推進

FinTechの活用

（業務）廃止 システム化

アウトソース

集中化

「風土」の改革

「働き方改革」

20頁ご参照

先行実施（次頁ご参照）
27頁ご参照
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(11) 働き方改革② ～生産性向上に向けた取組み～

本部における先行実施の効果を踏まえ、生産性向上に向けた取組みの全店展開を検討

新本店ビルイメージ

全店展開により生産性向上を図る

新本店ビルの基本コンセプト

ｸﾞﾙｰﾌﾟｼﾅｼﾞｰ効果の発揮
（企業価値の持続的向上）

地方創生・CSRの深化
（地域社会への貢献）

先進的金融ｻｰﾋﾞｽの提供
（お客さまのご満足向上）

BCPの強化
（お客さまのご安心向上）

生産性・効率性の向上
（働きがいのある企業づくり）

 階数・高さ 地上19階（約 94m） 地下１階
 延床面積 約47,000㎡
 構成 地下1階 地下駐車場

１～ ３階 本店営業部等
４～ ５階 応接室、会議室、大会議室等
６～18階 執務スペース等

本店建替え（仮移転）を契機

モバイルPCの導入

印

電子決裁ワークフローの導入

内線携帯の導入と
グループウェア※の機能追加

フリーアドレスの導入

時間を有効に活用し、
付加価値の高いサービスを

提供する

コラボレーションエリアの
配置

既存文書の電子化

意思決定スピードの
飛躍的な改善

部門間の壁を越えた
コラボレーションの促進

生産性向上に向けた今後の取組み（本部）

※企業内ﾈｯﾄﾜｰｸを活用した情報共有のためのｿﾌﾄｳｪｱ

印刷コスト・保管コストの
削減
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(12) 人財戦略

「中期計画2017」の達成に向け、「人財育成強化」と「ダイバーシティ推進」に係る諸施策を強力に推し進め、従事者の働き

がい向上を実現する

人財育成強化

ダイバーシティの

推進

• 各業務における将来が展望できるキャリアパスの構築
• 専門的な研修の充実およびマイスター認定制度※の活用
• モチベーション向上につながる人事評価制度の見直し・表彰制度の新設
→「ドリームチャレンジ制」の新設

サポート

• 両立支援制度利用者のキャリアアップ支援強化
• 女性対象のキャリア採用（本部の管理監督職ポストへ
配置）

バンキング＆アセットマネジメント業務体制に対応した専門人材の育成

170名
（21年度目標）

126名
（2017年4月1日時点）

女性管理職
監督職数
目標

重点項目 主要施策

女性の活躍促進

※「法人融資」・「個人ローン」・「国際業務」・「ＦＰ」・「預り資産」・「営業事務」の6業務において、卓越した「知識」と「実践力」があり、店内での指
導（ＯＪＴ）ができる行員を認定する制度

サポート

キャリア採用者の戦略的配置

採用年月 前職 配属先 業務

2015年6月 IT企業 ＩＴ統括部 ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ

2016年4月
人材総合
ｻｰﾋﾞｽ会社

人事総務部 採用

2016年6月 弁護士 法人営業部 M&A支援

「ドリームチャレンジ制」…業務への取組姿勢が抜群且つ周りの模範となるべき人物が、
異動先の制限無く、希望するポストにチャレンジできる制度

（参考）戦略的配置の具体例



(13) 新たなサービス展開の強化

FinTechを活用した新サービスの創出・有望な外部サービスとの連携を強化し、新たな収益機会の創出・業務効率化を図る

クラウド・モバイル  「家計／資産管理」「来店予約」アプリ等、新サービスの継続的な開発・提供

 借入手続、経営支援メニュー等を備えた事業者向けプラットホーム構築検討

 分散系・行内業務系を中心としたシステムのクラウド活用

ＡＩ（人工知能）
・ロボティクス

 アプリのＡＩ機能高度化による対話方式での相談・提案業務への活用

 「ＡＩ融資審査モデルの構築」による審査効率化、バンキング業務の収益力強化

 営業店・センター業務の効率化に向けた対応
－“ＲＰＡ”（ﾛﾎﾞﾃｨｯｸ・ﾌﾟﾛｾｽ・ｵｰﾄﾒｰｼｮﾝ）導入による業務効率化

－ＡＩを搭載したＦＡＱシステムをＤＭＣ、営業店業務サポート機能として活用

－音声認識・ﾃｷｽﾄﾏｲﾆﾝｸﾞ等による顧客照会対応業務／行内照会対応業務の省力化・高度化

ＡＰＩ  クラウド会計業者やＰＦＭ（個人家計管理）との連携による会計・家計支援サービスの提供

 クラウド会計を入口とした簡易審査（自動審査）による小口融資商品の検討

 ハッカソン・アイデアソン継続実施による革新的サービスの実現に向けた対応

ブロックチェーン
 全銀ネット・ＳＷＩＦＴの代替となり得る低コストかつ利便性の高い少額決済サービスの検討・具体化

他業態との連携による新たなサービス展開

FinTechを中心としたICTへの取組み

FinTech技術要素 検討中案件
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 他業態（非金融）とのパートナーシップを進め、当行のみでは提供できない顧客価値をワンストップで提供する

当行グループの保有する経営資源（情報・信用力）を活用当行グループの保有する経営資源（情報・信用力）を活用
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本資料に関するご照会先

株式会社 広島銀行 総合企画部 （IR担当：矢舗、淺野）

電話：082-504-3823

FAX：082-504-0171

URL：http://www.hirogin.co.jp/

本資料には、将来の業績等に関する記述が含まれています。

こうした記述は、将来の業績等を保証するものではなく、不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化等により、目標対比異なる可能性があることにご留意下さい。


